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次期生活保護システムの調達に係る情報提供依頼（ＲＦＩ）実施要領 

 

１ 情報提供依頼の目的 

今回の情報提供依頼は、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づく

国の基準（以下「標準仕様」という。）に適合した新たな生活保護システムへの移行が必

要なことから、次期生活保護システム（※）の要件整理と、ガバメントクラウド利用の可

否、概算費用の把握を主な目的としています。 

つきましては、御多忙中とは思いますが、本市の取組に御協力くださいますよう、お願

いいたします。 

（※）次期生活保護システムの対象業務は、標準化対象業務の生活保護及び標準化対象外

業務の中国残留邦人等支援給付を予定しています。 

 

２ スケジュール 

ＲＦＩは以下のスケジュールで実施します。 

内容 日程 

実施要領（本資料）の発出 令和８年８月４日（火） 

（様式１）誓約書 受付期間 令和８年８月４日（火）から 

令和８年８月１７日（月）午後５時まで 

質問受付期間 （様式１）誓約書 提出後から 

令和８年８月２４日（月）午後５時まで 

質問回答日 令和８年８月２８日（金） 

情報提供資料提出期限 令和８年９月７日（月） 

  ※国の動向によっては、一部資料の提出期限を変更させていただく場合があります。 

 

３ ＲＦＩ資料の配布 

ＲＦＩの資料一覧は以下のとおりです。項番３～１８の資料については、項番２の「（様

式１）誓約書（押印不要）」を御提出いただいた後で提供します。 

項番 資料名 

１ 次期生活保護システムの調達に係る情報提供依頼（ＲＦＩ）実施要領（本紙） 

２ （様式１）誓約書（押印不要） 

３ （様式２）概算見積書 

４ （様式３）機能要件 

５ （様式４）帳票要件 
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６ （様式５）構築スケジュール 

７ （様式６）導入機器一覧・構成図 

８ （様式７）次期生活保護システムの要件に係る調査事項 

９ （様式８）意見票 

１０ （様式９）質問票 

１１ （別紙１）第１次共通基盤Ｖ２利用ガイドライン（基本設計編）1.1版 

１２ （別紙２）広島市仮想化基盤利用ガイドライン_2.3 版 

１３ （別紙３-１）生活保護システムの構築及び運用・保守業務基本仕様書（案） 

１４ （別紙３-２）生活保護システムの構築及び運用・保守業務基本設計書（案） 

１５ （別紙３-３）次期システム概要一覧 

１６ （別紙３-４）連携要件一覧 

１７ （別紙３-５）非機能要件一覧 

１８ （別紙３-６）ガバメントクラウド運用保守要件 

 ※上記の様式２～９について、「５ 情報提供依頼内容」を参照の上、御記入ください。 

※本市共通基盤の概要及びその利用については別紙１を、仮想化基盤の概要及びその利

用については別紙２をそれぞれ参照し、対応の可否、見積の作成を行ってください。 

※別紙３は参考資料として現時点における想定を示すものであり、仕様内容を確定する

ものではございません。 

 

４ システム構築の要件 

⑴ 標準化基準への適合に関する考え方 

・ 地方公共団体情報システム標準化基本方針や各種標準仕様書など、国が定める標

準化関連指針すべてに準拠すること。 

・ 国の動向に応じた仕様変更等に柔軟に対応すること。 

⑵ 構築環境の検討 

次期生活保護システムの構築は、ガバメントクラウド上での構築を想定しています。

プライベートクラウド上での構築（本市仮想化基盤利用）を行う場合、経費比較のため、

概算見積、構築スケジュール等について、ガバメントクラウドを利用する場合及びプラ

イベートクラウド上で構築する場合のそれぞれについて情報提供をお願いいたします。

なお、ガバメントクラウドを利用する場合、プライベートクラウドに係る情報提供は不

要です。 

⑶ 運用保守の考え方 

システム運用費用について、ガバメントクラウドを利用する場合は、標準化対象業務、
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標準化対象外業務のいずれもガバメントクラウドの事業者アカウントの利用（共同利

用）を前提とし、運用保守業務に関しては、構築事業者が運用管理補助者として行うこ

とを想定しています。 

プライベートクラウド上で構築する場合、本市では、各種監視、バッチ処理スケジュ

ール管理等の各システムで共通する運用については統合運用事業者が実施しているた

め、「（別紙１）第１次共通基盤Ｖ２利用ガイドライン（基本設計編）1.1版」及び「（別

紙２）広島市仮想化基盤利用ガイドライン_2.3 版」を参照の上、構築事業者において

必要な作業に要する費用を記入してください。 

ガバメントクラウドを利用する場合又はプライベートクラウド上で構築する場合の

いずれであっても、システムは「（別紙３-５）非機能要件」の各項目に示されている選

択レベル以上を満たすものとしてください。 

⑷ システム間連携に関して 

システム間連携に関して、本市では将来的に共通基盤に実装を予定している「地方公

共団体情報システム共通機能標準仕様書」における庁内データ連携機能を利用して行

うことを予定していますが、各基幹業務システムが標準準拠システムへ移行する過渡

期においては、一部現行システムの連携インターフェースを利用する可能性がありま

す。 

次期生活保護システムで求める想定のシステム間連携は、「（別紙３-３）次期システ

ム概要一覧」に示しています。 

 

５ 情報提供依頼内容 

⑴ 概算見積書（様式２） 

以下の点を考慮し、概要見積書と詳細見積書の両方のシートに記入してください。 

ア 標準化対象業務、標準化対象外業務のそれぞれで見積書を作成してください。 

調達対象となる業務において、別紙３-４に示すデータ連携方法、データ項目以外

でデータ連携が必要となる場合は、必要となる費用の記入をお願いいたします。 

イ 概算見積書の内訳に関しては、可能な限り様式の項目に沿った形で記入するもの

とし、様式にない項目がある場合は、項目を追加して見積を作成してください。 

ウ ガバメントクラウドの利用料については、システムの稼動に必要となるスペック

をもとに各利用 CSP の積算ツール等を利用してサービス利用料の算定を行ってくだ

さい。また算定にあたっては、概算見積書の備考欄に試算のレートを記入してくださ

い。 

エ データ移行費用については、現行システムからのデータ抽出費用は含まず、現行シ

ステム側で用意したセットアップデータの取込み及びそれらの付帯費用を積算して
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ください。別途、想定されているセットアップデータの仕様の確認、見積の確認をさ

せていただく場合があります。 

オ 「（様式３）機能要件」、「（様式４）帳票要件」の要件について、カスタマイズが発

生する場合は、実現に必要な費用をすべてカスタマイズ費用として積算してくださ

い。 

カ 概要見積書シートのハードウェア、ソフトウェア欄には、システム稼動に必要なす

べてのハードウェア、ソフトウェアを調達年度ごとの物件価格で記入してください。 

※プライベートクラウド上で構築の場合、本市仮想化基盤の利用を予定しています

が、費用確認のため物理サーバ導入を前提として見積を作成してください。 

キ ガバメントクラウドを利用する場合、プライベートクラウド上で構築の場合のい

ずれについても、稼動後５年間運用する前提で積算してください。 

ク ソフトウェア・ハードウェア保守、システム保守・運用支援費用は、システム稼動

から年度ごとに発生する費用を記入してください。また、本稼動前の構築期間中にも

保守費用が発生する場合は、その費用も含めて見積額を積算してください。 

ケ 見積額については、円単位で記入してください。 

コ 見積詳細については、見積様式に沿って業務ごとの費用明細を記入してください。 

サ 見積の前提条件について、特記すべき内容がある場合は、見積書の特記事項欄や備

考欄にその内容を記入してください。 

 

⑵ 機能要件（様式３）、帳票要件（様式４） 

ア 各要件について、「対応可否」の欄で「◎（パッケージ標準で対応可能）」「○（カ

スタマイズで対応可能）」「△（EUCなど代替案で対応可能）」「×（対応不可）」のいず

れかを選択してください。 

イ 対応可否で「○（カスタマイズで対応可能）」「△（EUCなど代替案で対応可能）」を

選択した場合は、カスタマイズ・代替案の内容及びカスタマイズ・代替案の実装に係

る費用を記入してください。 

ウ 費用は要件ごとに、円単位で記入してください。 

エ 機能、帳票に関して補足がある場合は、「補足事項」の欄に記入してください。 

オ 帳票に関しては、システムからの出力が想定されるサンプル帳票を提出してくだ

さい。 

カ 標準化対象業務において、標準仕様書に定める実装必須の機能及び帳票のうち、稼

動予定日に間に合わず、経過措置の対象となることが見込まれる機能等については、

補足説明欄に実装予定日を記入してください。 

※ なお、様式３、様式４は、標準仕様書（生活保護）【第 2.3版】に基づいて作成し
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ております。 

 

⑶ 構築スケジュール（様式５） 

ア 各工程を行う時期を記入してください。工程として不足しているものがあれば行

を追加してください。 

イ ユーザテストには、市職員に作業が発生するテスト工程を記入し、それ以外のテス

トはベンダテストとして記入してください。 

ウ 常駐人数には、SE 等が市役所内に常駐して作業を行う必要がある場合に、常駐開

始時期及び人数を月単位で記入してください。なお、常駐人数は最小限としてくださ

い。 

エ ガバメントクラウドを利用する場合は、ガバメントクラウドの利用開始時期を、プ

ライベートクラウド上で構築の場合は、本市仮想化基盤環境の利用開始時期を記入

してください。 

オ 市職員作業負荷には、構築作業を行うに当たり、市職員の作業負荷を想定で構いま

せんので大、中、小で記入してください。（大：担当職員に週２日以上の作業や打ち

合わせが発生、中：担当職員に週１日程度の作業や打ち合わせが発生、小：担当職員

に週１日未満の作業や打ち合わせが発生） 

 

⑷ 導入機器一覧・構成図（様式６） 

ア 「（様式６-１）ソフトウェア構成図」のシートには、ソフトウェア構成一覧及び

ソフトウェア構成図を記入してください。 

イ 「（様式６-２）ネットワーク構成図」のシートには、ネットワーク構成一覧及び

ネットワーク構成図を記入してください。 

ウ 様式６-１、６-２は、様式の回答欄への記入ではなく、必要に応じて別紙として

提出していただいても構いません 

 

⑸ 次期生活保護システムの要件に関する調査事項（様式７） 

 「（様式７）次期生活保護システムの要件に関する調査事項」に記載した事項につい

て、御回答ください。必要に応じて別紙として提出していただいても構いません。なお、

今回提示された内容が、次期生活保護システムの要件として採用されることを保証す

るものではありません。また、調査事項の回答のうち、機能の実装など、追加で費用が

発生する場合は「概算費用」の欄に費用を記入してください。 
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⑹ 意見票（様式８） 

 前記⑸の回答以外で「（様式３）機能要件」、「（様式４）帳票要件」、本市の生活保護

システムの調達の取組全般に関する意見がある場合は本様式を提出してください。ま

た「（別紙３-２）生活保護システムの構築及び運用・保守業務基本設計書（案）」に関

しては、現在検討中の基本設計資料となり、一部項目においては仕様検討中となります

が、該当資料においても付属資料含め意見がある場合は本様式を提出してください。今

回いただいた意見が、次期生活保護システムの要件として採用されることを保証する

ものではありません。また、機能要件に関する御提案など、追加で費用が発生する場合

は「概算費用」の欄に費用を記入してください。 

※留意事項 

 ・「（別紙３-１）生活保護システムの構築及び運用・保守業務基本仕様書（案）」、

及び「（別紙３-２）生活保護システムの構築及び運用・保守業務基本設計書（案）」

において、【仕様検討中】となっている要件についても、意見があれば記載をお

願いいたします。 

 ・「（別紙３-２）生活保護システムの構築及び運用・保守業務基本設計書（案）」に

記載がある、「（別紙２）機能要件一覧」、「（別紙３）帳票要件一覧」に関しては、

前記⑵に記載の内容と重複するため、添付していません。 

・「（別紙３-４）連携要件一覧」において、連携インターフェースの実装により費

用に影響がある場合、意見書に該当の連携項目、及び概算費用を記載してくださ

い。 

 

６ 情報提供要領 

⑴ 質問方法 

本件についての御質問は、「（様式９）質問票」に記入し、メールタイトルを全角文字

で「【広島市】生活保護システムＲＦＩ質問票（会社名）」として「８ 連絡先」に記載

しているアドレス宛に電子メールで送信してください。 

本市からの回答は、情報提供を依頼した各事業者からの御質問と併せて一覧化し、御

指定のメールアドレス宛にお送りします。 

なお、御質問の趣旨確認等のため、後日連絡させていただくこともありますので、あ

らかじめ御了承ください。 

質問票送付期限 ：令和８年８月２４日（月）午後５時 

回答日（予定） ：令和８年８月２８日（金） 

※ 回答は、情報提供を依頼したすべての事業者様へ送付します。 



7 

 

 

⑵ 提出方法等 

提出期限：令和８年９月７日（月） 午後５時 

提出方法：電子メール 

件名：「【広島市】次期生活保護システムの調達に係る情報提供依頼（ＲＦＩ）回答」 

ファイル形式：docx形式又は xlsx形式 

送信先：kenkoufukushi-sys@city.hiroshima.lg.jp 

 

⑶ 提出物 

ア （様式２）概算見積書 

イ （様式３）機能要件 

ウ （様式４）帳票要件、帳票サンプル 

エ （様式５）構築スケジュール 

オ （様式６）導入機器一覧・構成図 

カ （様式７）次期生活保護システムの要件に係る調査事項 

キ （様式８）意見票 ※必要に応じて 

 

７ その他 

⑴ 本件の情報提供に必要となる費用は、情報提供者の負担とします。 

⑵ 本件は、本市が技術や価格等の各種情報を得るための手段として実施していますの

で、今回の結果が「次期生活保護システムの構築及び運用・保守業務」（仮称）の発注

時等に情報提供者を拘束すること及び評価の優劣に影響を与えることはありません。 

⑶ 本件は、本市の生活保護システムの将来像及び各種要件を検討する際の情報として

のみ利用します。 

⑷ 本件で提示する資料等が、将来において調達を実施する際の調達仕様等となること

を保証するものではありません。 

⑸ 御提供いただいた情報については、「次期生活保護システムの構築及び運用・保守業

務」（仮称）の検討に関わる関係者のみが閲覧できることとし、情報提供者に断りなく、

本市内部はもちろん、他の地方公共団体など関係者以外への配布はいたしません。 

⑹ 御提供いただいた情報・資料等は返却しません。 

⑺ 御提供いただいた情報に関して、後日改めて説明をお願いする場合があります。 

⑻ お渡しした資料一式は、本件への回答を作成する目的のみに御使用ください。また、

本市に無断で複製・複写及び転用することを禁じます。 
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８ 連絡先 

広島市健康福祉局健康福祉企画課 

担 当：瀬戸川、佐々木、光井、森瀬 

電 話：０８２－５０４－２３２７ 

E-mail：kenkoufukushi-sys@city.hiroshima.lg.jp 


